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革新的自殺研究推進プログラム 委託研究最終報告書 

【課題番号 R4-1-6】 

 

大学生および妊産婦の社会的孤立・孤独に注目した 

AYA 世代の自殺対策プログラムの開発 

 

研究代表者：藤原武男（東京医科歯科大学公衆衛生学分野・教授） 

研究分担者：土井理美（株式会社 BANSO-CO・代表取締役、東京医科歯科大学政策科学分野・助教） 

研究協力者：伊角 彩（東京医科歯科大学政策科学分野・講師） 

研究協力者：岡田就将（東京医科歯科大学政策科学分野・教授） 

研究協力者：光田信明（地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪母子医療センター・病院長） 

 

研究期間：令和 4年 4 月～令和 6 年 3 月（2 年計画） 

 

要旨 

希死念慮や自殺のハイリスク集団は 10 代後半から 30 代の AYA 世代（Adolescent and Young Adult

世代）であるが、同じ AYA 世代と考えられる大学生や妊産婦は、悩みごとがあってもその多くが既存

の相談窓口につながっていない。大学生と妊産婦は同じ AYA 世代で共通する自殺のメカニズムを有し

ていると考えられるため、本研究では大学生と妊産婦の自殺リスクを把握し、自殺リスクがある者に対

してオンライン心理相談を用いた早期介入ができるシステムを開発することを目的とした。 

大学生への自殺対策プログラムの開発に向けて、第一に大学生における社会的孤立・孤独と関連する

要因を明らかにするために、医学生の日常生活における会話と孤独感との関連を検討した。その結果、

会話量・頻度への満足度と同学年の人との会話頻度が孤独感と関連することが明らかになった。第二に、

既存の支援窓口に加え、株式会社 BANSO-CO によるオンライン相談窓口を提供するシステムを医学生

に約３ヶ月間導入し、その有用性を検証した。その結果、LINE およびオンラインの相談サービスをシ

ステム導入期間中に利用した割合は 3.7%であった。また、研究対象者全員を対象としたアンケートの

結果、システム導入前から導入後にかけてのメンタルヘルス状態および孤独感に有意な変化は認められ

なかったが、精神的健康度（WHO-5）は向上する傾向にあった。 

妊産婦の自殺リスクを早期に把握するツール開発として、妊産婦の社会経済的状況から社会的ハイリ

スク妊産婦を把握する Social Life Impact for Mother（SLIM）尺度を活用し、同様のアルゴリズムで自

殺ハイリスク妊産婦を把握できるか検討した。その結果、自殺ハイリスク妊産婦の把握にも有用である

ことが示された。
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Innovative Research Program on Suicide Countermeasures:  

Final Report on Commissioned Research Results【Project Number R4-1-6】 

 

Development of suicide prevention program for AYA generation focusing 

on social isolation and loneliness among college students and perinatal women. 

 

Principal Researcher:  Takeo Fujiwara (Professor, Department of Public Health, Tokyo Medical and 

Dental University) 

Co-Researcher :   Satomi Doi (CEO, BANSO-CO; Assistant Professor, Department of Policy 

Science, Tokyo Medical and Dental University) 

Research Collaborator:  Aya Isumi (Lecturer, Department of Policy Science, Tokyo Medical and Dental 

University) 

Research Collaborator:  Shusho Okada (Professor, Department of Policy Science, Tokyo Medical and 

Dental University) 

Research Collaborator:  Nobuaki Mitsuda (Director, Osaka Women's and Children's Hospital) 

 

Research Period： April 2022 to March 2024（a 2 year plan） 

 

Summary: 

The high-risk group for suicidality includes the AYA generation (Adolescent and Young Adult generation) 

from their late teens to their 30s. However, many college students and pregnant women, who are also 

considered part of the AYA generation, do not utilize existing counseling services even if they have 

concerns. Since college students and pregnant women are thought to share common mechanisms of 

suicide within the AYA generation, this study aims to identify the suicide risk among these groups and 

develop a system for early intervention using online psychological counseling for those at risk of suicide. 

To develop a suicide prevention program for college students, we first examined the relationship 

between daily conversations and feelings of loneliness among medical students to identify factors related 

to social isolation and loneliness. The results revealed that satisfaction with the amount and frequency of 

conversations, as well as the frequency of conversations with peers in the same grade, were related to 

feelings of loneliness. Second, we implemented an online counseling service provided by BANSO-CO Inc 

for about three months in addition to existing support services and verified its usefulness among medical 

students. The results showed that 3.7% of the students used the LINE and online counseling services 

during the implementation period. Although there was no significant change in mental health status or 

loneliness from before to after the system implementation, there was a tendency for improvement in 

psychological well-being (WHO-5). 

As part of developing a tool for early identification of suicide risk among pregnant women, we 

utilized the Social Life Impact for Mother (SLIM) scale, which identifies socially high-risk pregnant 

women based on their socioeconomic status, to see if the same algorithm could identify pregnant women 

at high risk of suicide. The results indicated that it is also useful for identifying pregnant women at high 

risk of suicide. 
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【課題番号 R4-1-6】 

 

研究１：大学生における社会的孤立・孤独と関連する要因の検討 

1. 研究目的 

大学生における社会的孤立・孤独と関連する要因を明らかにするために、大学生の日常生活における会

話と孤独感との関連を検討した。 

 

2. 研究方法  

研究対象者：都内の医学部 1 年生 173 名（2021 年度：99 名、2022 年度：74 名）を対象として実施さ

れたWeb アンケートのデータを使用した。 

測定指標：会話に関する項目は、1 日に会話する人数、時間、同学年の人との会話頻度、家族との会話

頻度、1 日の会話量・頻度に対する満足度であった。孤独感は日本語版 Short-form UCLA 孤独感尺度

（10 項目版、得点範囲 10-40 点）、自殺リスクは希死念慮と自傷念慮に関する 3 項目で尋ね、3 項目の

いずれかに「ほんのたまに」以上の回答をつけた場合に自殺リスクありとした。 

解析方法：居住形態、出身地、調査年度、親との関係への満足度、育った家庭の経済状況、同学年で親

しい人の数を交絡変数とし、１日に会話する人数、１日に会話する時間、会話量・頻度に対する満足度、

同学年の人との会話頻度、家族との会話頻度のうち孤独感の保護要因となる要因を重回帰分析で検討し

た。 

 

倫理面への配慮 

研究１：講義中にアンケートを実施しため、回答の有無で成績に影響がないこと、回答をいつでも中断

できることを事前に伝えた。 

 

3. 研究結果 

UCLA 尺度の平均得点は 18.8（SD=5.4）点であり、自殺リスクありの学生は 4.6%（8 名）であった。

ロジスティック回帰分析の結果、孤独感は自殺リスクと有意に関連することが確認された（OR=1.18; 

95%CI=1.02-1.36）。会話と孤独感の関連について、会話量・頻度への満足度（まあ満足している：

Coefficient=2.53; 95%CI=1.04−4.01、あまり満足していない・全く満足していない：Coefficient=5.67; 

95%CI=3.21−8.12）と同学年の人との会話頻度（週２回以下：Coefficient=4.46; 95%CI=1.85−7.06）

が孤独感と関連することが明らかになった（表１）。 

 

表１ 会話と孤独感の関連 

  Coefficient (95%CI) 

１日に会話する平均人数 

 10 人以上 Ref 

 3-9人 0.38 (−1.42 to 2.17) 

 0-2人 2.04 (−1.44 to 5.51) 

１日に会話する合計時間 
 2 時間以上 Ref 

 30 分-2時間未満 1.16 (−0.29 to 2.60) 
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 30 分未満 1.53 (−1.44 to 5.51) 

同学年の人との会話頻度  
 ほぼ毎日 Ref 

 週に 2回以下 4.46 (1.85 - 7.06) 

家族との会話頻度 

 ほぼ毎日 Ref 

 週に 2回以下 −0.02 (−3.00 to 2.97) 

 月に 3回以下 0.38 (−2.53 to 3.28) 

１日に会話量・頻度に対する満足度 

 とても満足している Ref 

 まあ満足している 2.53 (1.04 - 4.01) 

 あまり/まったく満足していない 5.67 (3.21 - 8.12) 

 

4. 考察・結論 

本研究の結果から、家族との会話頻度に関わらず、同学年の人たちとほぼ毎日会話をしていない医学生

は孤独感を抱く傾向にあることが示された。本研究は 2021 年度、2022 年度に実施されたため、コロナ

禍による非対面講義がほとんどであった。医学生は、同学年がほぼ同じ講義に出席するため、同学年同

士の接触頻度が高い。その中で、非対面講義や、コロナ禍での不規則な生活による講義欠席などにより、

同学年との会話頻度が週に 2回以下になることが、孤独感のリスクとなったと考えられる。実際に 1374

名の医学生にメンタルヘルスの状況を改善するために必要な支援や対策として、44.8%が「同学年と交

流する機会」と回答しており、もっともニーズが高いことがわかっている（全日本医学生自治会連合, 

2021）。 

また、単に 1日の会話人数・時間ではなく、会話量・頻度に十分満足していないことが孤独感と関係す

ることが示された。会話頻度と独立して孤独感に関連していることから、個人が理想とする会話量・頻

度とのギャップを埋める作業が必要だろう。会話への満足度を高める介入を検討するために、満足度が

高い医学生を詳細に分析するが今後必要である。 

本研究の限界として、第一に横断研究であり、因果関係は明らかではない。今後の縦断研究で会話が将

来の孤独感を予測できるかを検証する。第二に、医学部１年生を対象としたコロナ禍の調査であるため、

他学年、医学部以外の大学生にも対象を広げて調査を行う必要がある。第三に、孤独感を抱いているほ

ど会話に対する評価も低い可能性が考えられる。今後は客観的評価を踏まえて検討する必要がある。 

 

 

研究２：大学生における自殺対策のための予防的アプローチの構築 

1. 研究目的 

大学生に対する自殺対策のための予防的アプローチを構築するために、既存の支援窓口（保健管理セン

ター）に加え、株式会社 BANSO-CO によるオンライン相談窓口および LINE チャット相談窓口を提供

するシステムを導入し、その有用性を検証した。具体的には、オンライン窓口の利用率、オンライン窓

口利用の有無に関わらずシステム導入することで大学生のメンタルヘルスの状態および孤独感に変化

があるかを検討する。 
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2. 研究方法 

研究対象者：都内の医学部 2 年生 61 名を対象に、講義前に研究説明を行い、研究参加募集を行った。

同意が得られた 36 名（59%）であった。36名に対して定期的な利用促進のメッセージや情報発信を行

うために、研究用 LINE アカウト登録を求めた。研究用 LINE アカウントに登録した参加者は 27 名で

あった（44.3%）。 

介入方法：自殺予防や社会的孤立・孤独の予防という目的を伝えるのではなく、「心のメンテナンスルー

ティーン」として、「何かあってから利用する」のではなく「日頃のメンテナンスとして利用する」こと

を推奨し、窓口利用のハードルを下げる取り組みを行った。その他、窓口利用のハードルを下げる取り

組みとして、利用方法を説明した 1 分程度の動画を提供した。 

研究参加者に提供する内容は以下の通りであり、システム導入期間は 2023 年 12月 15 日～2024 年 3月

15日であった。 

① 株式会社 BANSO-CO による公認心理師または臨床心理士によるオンラインセッション 

② 株式会社 BANSO-CO による生活領域の専門家（キャリア・コンサルタント、ファイナンシャル・

プランナー、管理栄養士、看護師等）によるオンラインセッション 

③ 株式会社 BANSO-CO による LINE チャットサービス 

④ 既存の相談窓口（保健管理センター、そのほかの無料相談窓口）の案内 

測定指標：株式会社 BANSO-CO によるオンライン窓口の利用率を確認した。また、システム導入前、

導入中（導入から１ヶ月半）、導入後で、精神的健康度（WHO-5）、抑うつ症状（Patient Heath 

Questionnaire-9：PHQ-9）、不安（Generalized Anxiety Disorder-7：GAD-７）、日本語版 Short-form 

UCLA 孤独感尺度（３項目版）をそれぞれ Web アンケートで測定した。アンケートは、オンライン窓

口の利用の有無に関わらず、LINE登録者全員に依頼した。 

解析方法： 解析対象者は、システム導入前、導入中、導入後のアンケートいずれかに回答した研究対象

者とした。本システムを導入することで、利用の有無に関わらずメンタルヘルス状態および孤独感が改

善するかを検討するために、WHO-5、PHQ-9、GAD-7、UCLA 孤独感尺度のそれぞれについて、シス

テム導入前、導入中、導入後の平均値で差があるか、一元配置分散分析を用いて検証した。 

 

倫理面への配慮 

東京医科歯科大学医学部倫理委員会の承認を得て実施した。講義前に研究説明と同意取得を行なったた

め、同意の有無は成績に影響しないこと、研究参加は任意であることを説明した。 

 

3. 研究結果 

LINE アカウント登録者 27 名のうち、１名（3.7%）が LINE およびオンラインの相談サービスをシス

テム導入期間中に利用した。また、アンケートについては、サービスの利用の有無に関わらず研究対象

者全員に回答を依頼し、システム導入前（2023 年 12 月 15 日～22 日）の回答者は 22 名、導入期間中

（2024 年 2月 1 日～8日）の回答者は 12名、導入後（2024 年 3 月 15日～22 日）回答者は 7名であっ

た。アンケートに回答した研究対象者における、各指標の平均得点と重症度別の割合を表２に示す。各

指標について、システム導入前、導入中、導入後の平均値で差があるか、一元配置分散分析を用いて検

証した結果、いずれも有意な差は認められなかったが、精神的健康度（WHO-5）は導入前と比べて導入



- 20 -

【課題番号 R4-1-6】 

 

後に改善する傾向が見られた。 

なお、相談サービスの利用者は１名であったため、得点結果や事例に関する記載は、倫理的配慮から記

載しない。 

 

表２ メンタルヘルスと孤独感に関する尺度の得点 

  
導入前

（N=22） 

導入中

（N=12） 

導入後

（N=7） 

WHO-5（0～25点）       

平均得点 14.14 12.08 15.43 

精神的健康度が低い（13 点未満） 40.9% 50.0% 28.6% 

精神的健康度が高い（13 点以上） 59.1% 50.0% 71.4% 

PHQ-9（0～27点）       

平均得点 5.71 7.83 6.43 

重度（20 点以上） 0% 0% 0% 

中等度～重度（15～19点） 0% 83.3% 0% 

中等度（10～14 点） 19.1% 33.3% 14.3% 

軽度（5～9点） 33.3% 16.7% 57.1% 

リスクなし（5 点未満） 47.6% 41.7% 28.6% 

GAD-7（0～21点）       

平均得点 3.91 6.58 3.86 

重度（15 点以上） 0% 83.3% 0% 

中等度（10～14 点） 91.0% 16.7% 14.3% 

軽度（5～9点） 27.3% 41.7% 0% 

リスクなし（5 点未満） 63.4% 33.3% 85.7% 

UCLA 3 項目（3～12点）       

平均得点 7.45 6.92 8.14 

 

4. 考察・結論 

本研究の参加者 27名のうち、１名（3.7%）が、３ヶ月という短期間のシステム導入中に株式会社BANSO-

CO によるオンライン窓口を利用した。本研究の参加者は限られていたものの、利用者 1 名は短期間の

間で継続的な利用があった。今後もシステム導入を継続的に行い、「何かあってから利用する」のではな

く「日頃のメンテナンスとして利用する」窓口としての周知を続けることが必要だろう。また、オンラ

イン窓口であることから、対応する専門家（臨床心理士/公認心理師等）の顔が見えにくいため、利用ハ

ードルが高い可能性がある。本研究で行なった動画による周知だけではなく、例えば、入学後の健診等

で短時間でも専門家と話す機会を全員が持てるようにするなど、窓口利用の機会を一度設定することで、

その後の利用ハードルが下がる可能性があると考える。また、本研究では大学の保健管理センターとの
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連携が必要なケースはなかったため検証はできなかったが、本研究を準備するにあたり保健管理センタ

ーとの協議を行うことができた。今後、連携ケースが発生した際の情報共有の方法などを検討していく

必要がある。 

システム導入前、導入中、導入後に、メンタルヘルスの状態と孤独感に関するアンケートを実施したが、

導入期間中の状態変化については有意な差は認められなかった。導入前は 22 名、導入後は７名と、回

答人数も限られていたため、統計解析を行うには十分な人数を確保することができなかった。導入中は

一時的にメンタルヘルス状態が悪化した一方で、孤独感が低下していたが（統計的な有意差なし）、その

要因の 1つとして試験期間中であったことが考えられる。試験のプレッシャーや準備での時間的負担に

よるメンタルヘルス状態が悪化したが、試験対策として同学年同士での密なやり取りがあったことが予

想され孤独感が低下したことが予想される。また、導入後は春休みだったため、メンタルヘルス状態は

改善したものの同級生や友人と大学で会う機会が減り孤独感が増した可能性が考えられる。このような

環境的な変化かシステム導入による影響かは判断ができないが、精神的健康度（WHO-5）は導入前と比

べて導入後に改善傾向にあった。 

本研究では、オンライン窓口の利用者が限定的で上記のアンケート結果は利用者だけに限らない結果と

なっているため、今後は、医学部生に限らず対象者を増やし、長期的なシステム導入を行い、オンライ

ン窓口の利用率、早期に適切な機関（保健管理センターなど）にリファーできたケース数、システム利

用による大学生のメンタルヘルス状態の変化を検討していく必要がある。 

 

 

研究 3：妊産婦における自殺リスクを把握するツール開発 

1. 研究目的 

妊産婦の社会経済的状況から社会的ハイリスク妊産婦を把握するSocial Life Impact for Mother（SLIM）

尺度（Okamoto et al., 2022）を用いて、自殺ハイリスク妊産婦を把握することが可能かを検証すること

を目的とした。また、早期介入が必要な妊産婦を特定するために、SLIM 尺度のカットオフ値を設定す

ることを目的とした。SLIM 尺度は自殺に関する項目を直接尋ねることなく、産後の自殺リスクを予測

できる尺度である。妊娠初期に SLIM 尺度を使用することで、早期に予防的支援を提供することが可能

となる。 

 

2. 研究方法 

研究対象者：大阪府、大分県、宮城県、香川県の４府県にある産科機関において出産した母親 7,908

名を対象とした調査研究データを二次利用した。 

測定指標： 

① Social Life Impact for Mother（SLIM）尺度（Okamoto et al., 2022） 

SLIM 尺度は、母親の年齢、妊娠がわかった時の気持ち、精神疾患既往歴、対人関係トラブル、経済的

ゆとり、生活の場所、相談できる人の有無、親との関係満足度、パートナーとのケンカ頻度の９項目

から構成される。各項目に３件法で回答する（０～２点）。社会的ハイリスク妊産婦の把握には、各項

目の得点が重み付けされ、合計得点範囲は０～34 点である。 

② Edinburgh Postnatal Depression Scale （EPDS：エジンバラ産後うつ病質問票）（岡野他, 1996） 
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産後うつ病のスクリーニング票として開発された 10 項目の尺度。各項目に４件法で回答し（０～３

点）、合計得点範囲は０～30 点である。質問 10 は「自分自身を傷つけるという考えが浮かんできた」

という自傷念慮に関する質問であり、1 点「めったになかった」～３点「はい、かなりしばしばそう

だった」を選択した場合は継続的なフォローが必要であるとされている。本研究では、質問 10 が１点

以上だった場合は「自殺ハイリスク」と定義した。 

調査実施：SLIM 尺度は産科初診時に、EPDS は産後１ヶ月の受診時に、母親に回答を求めた。 

解析方法：SLIM 尺度から EPDS の項目 10「自分自身を傷つけるという考えが浮かんできた」の説明

率を算出し、SLIM 尺度から自殺リスクを予測するアルゴリズムを開発した。解析には、多変量ロジ

スティック回帰分析を用いた。 

 

倫理面への配慮 

大阪府立母子センター倫理委員会の承認のもと実施された。本研究では二次利用であるため、個人情報

が匿名化された状態で解析された。 

 

3. 研究結果 

母親 7,908 名のうち、SLIM 尺度および EPDS に回答した母親 5,697 名を解析対象とした。社会的ハイ

リスク妊産婦を予測するための得点の重み付けを用いた結果、自殺ハイリスク妊産婦においても中程度

の精度で予測をすることができた（AUC=0.72, 95%信頼区間=0.67-0.76：図 1）。また、SLIM 尺度得点

が４点以上だった妊産婦は 1,422 名（25.2%）おり、自殺ハイリスクに対するオッズ比は 4.43（95%信

頼区間=3.24-6.05）であった（感度=58.6%、特異度=75.8%）。 

 

図 1：SLIM 尺度の AUC 
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4. 考察・結論 

社会的ハイリスク妊産婦の把握のために開発された SLIM 尺度は、自殺ハイリスク妊産婦の把握にも有

用であることが示された。産科初診時、つまり妊娠初期に社会経済的状況に関する情報収集を SLIM 尺

度で行うことで産後１ヶ月の自殺リスクを予測することが示唆された。特に、SLIM 尺度が４点以上だ

った妊婦は、妊娠中から継続的に支援する必要があると言える。 

 

5. 政策提案・提言 

研究１～２からの政策提案・提言 

大学生における自殺対策として、大学生の孤独感を軽減するような大学における仕組み（大学生同士が

直接会話し、ネットワークが作れる機会の設定など）をつくる（全日本医学生自治会連合, 2021）こと

に加え、「何かあってから利用する」のではなく「日頃のメンテナンスとして利用する」窓口を設置する

ことが必要だと考える。 

現在、大学では自殺対策に限らず、メンタルヘルス支援や学生生活支援として、大学に学生相談窓口や

保健管理センターが設置されている。一方で、窓口を利用するところを見られたくない、どのタイミン

グで相談しに行っていいのかわからない、メンタルヘルス不調に陥っている自分を認めたくない、相談

してもどうせ解決しないと思っている、など窓口利用に対する心理的ハードルがある。加えて、本研究

の対象とした医学生は講義数も多く、試験数も多いことから時間的制約があり、平日日中に相談に行く

ことが難しい現状がある。学部によっては医学生と同じような状況にある大学生も他にも多数いるだろ

う。また、例えばアルバイトや部活動に熱心に取り組んでいる大学生も、時間の確保が難しい場合もあ

ると考えられる。 

このような状況により、すでにメンタルヘルス不調がある学生、学生生活に何らかの支障が出ている学

生でも窓口につながっていない場合もあり、退学や最悪の場合、自殺という形で状況が明るみになるこ

ともある。加えて、すでにメンタルヘルス不調がある、学生生活に何らかの支障が出ている状況で支援

を開始し、回復を目指していく場合、回復までの時間と状況によってはお金がかかってしまう。この点

からも、メンタルヘルス不調が出現する前、学生生活に何らかの支障が出る前の早い段階で、適切な支

援を届けることが重要である。 

したがって、これまでの大学に設置された窓口よりも気軽に、「何かあってから利用する」のではなく

「日頃のメンテナンスとして利用する」窓口の設置を行うことで、上記の課題の解決につながるだろう。

本研究で導入した株式会社 BANSO-CO の窓口対応には、公認心理師/臨床心理士だけではなく、キャ

リア・コンサルタント、ファイナンシャル・プランナー、管理栄養士、理学療法士など、生活領域にお

ける様々な専門がいる。大学生が日常生活の中で悩んでいることや気に掛かっていることの上位は、生

活費やお金のこと、学業のこと、就活・進路のこと、対人関係など幅広い（全国大学生活協同組合連合

会, 2023）。様々な専門家で対応することで、大きな問題になる前の「気になる、少し悩んでいる」とい

う段階で支援に繋げることができるだろう。また、「日頃悩んでいることや気にかかっていることは特

にない」と回答した大学生はわずか 7.4%であり９割以上は何かしら悩みや気になることがある（全国

大学生活協同組合連合会, 2023）。家族や友人など親しい人に相談し解決している場合もあると考えられ

るが、それだけでは不十分な場合もあるだろう。日本の大学における相談機関の利用率が 4％前後（杉

江他, 2022）と考えると、信頼できる人に相談できない、相談したとしても解決できずに、かつ相談機
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関を利用していない大学生が一定の割合で存在するだろう。そのような大学生にアプローチしていくた

めにも、本研究で導入したオンライン相談窓口や、LINE チャット相談窓口の設置、「日頃のメンテナン

スとして利用する」窓口として利用できるような仕組みにすることが必要だと考える。 

 

研究３からの政策提案・提言 

妊産婦における自殺対策として、本研究では産後に自殺リスクを呈する可能性のある妊産婦を早期把握

するためのツールを開発した。SLIM 尺度に含まれる妊産婦の社会経済的状況など基本的情報の多くは、

産科医療機関の初診時の問診票で、自治体（母子保健課）の妊娠届出時のアンケートで収集できる情報

である。また、SLIM 尺度は 9 項目であり、妊産婦の回答負担も少ない。さらに、自殺や自傷に関する

質問を直接尋ねる場合、SOSを出せない、支援を受けたくない、自ら認識できていない妊産婦は把握す

ることができない。自殺や自傷に関する質問を直接尋ねない SLIM 尺度は、問題が潜在化する層を把握

することを可能にするだろう。現時点では、多くの産科医療機関および自治体が、独自のアンケート項

目を使いリスク判定を行っている傾向にある。加えて、項目の選定やリスク判定する基準は、データに

基づくよりも現場の判断に委ねられていることもある。地域差など独自性が必要な点もある一方で、エ

ビデンスに基づき統一した項目を用いることで、妊産婦を取り巻く支援者が統一したアセスメントのも

と、より適切な支援を提供できることが期待される。上記の SLIM尺度活用のメリットから、今後は現

場の判断だけではなく、産科医療機関および自治体で統一して SLIM尺度を使用し、産後に自殺リスク

を呈する可能性のある妊産婦（SLIM 尺度得点が４点以上である妊産婦）を把握し、早期から予防的介

入を提供できる枠組みが求められる。 

SLIM尺度は現在ウェブサイト（https://www.ninpu-shien.jp/calculation）で自由に利用できるようにな

っている。また、産婦人科ガイドラインにも掲載されている。本研究内では、産後に自殺リスクを呈す

る可能性のある妊産婦を対象としたオンライン心理相談窓口の提供を含む予防的介入の提供枠組みの

有用性検証まで至らなかったが、今後も自殺リスクに合わせた適切な支援を提供する枠組み構築を目指

していく。 
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